
（一　般　会　計） （単位：千円）

分　類 事　項　名 産業労働部関係職員費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

義 務 ( 1,758,464 ) ( 1,735,591 ) ( 1,727,135 )

1,877,303 1,856,181 1,847,725

・産業労働部職員にかかる給与費

労働関係職員費 140,854

職業能力開発校職員費 396,810

商業総務職員費 354,203

工鉱業総務職員費 418,115

工業技術センター職員費 430,636

観光関係職員費 107,107

平成２６年度　当初予算額事項別一覧

説　明

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

人件費計 ( 1,758,464 ) ( 1,735,591 ) ( 1,727,135 )

1,877,303 1,856,181 1,847,725
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 国庫支出金返納金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

義 務 ( 10,000 ) ( 10,000 ) ( 10,000 )

10,000 10,000 10,000

説　明 ・事業費の確定による精算返納金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

その他計 ( 10,000 ) ( 10,000 ) ( 10,000 )

10,000 10,000 10,000

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

( 1,768,464 ) ( 1,745,591 ) ( 1,737,135 )

1,887,303 1,866,181 1,857,726

義務的

経費計
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 商工施策推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 258,759 ) ( 275,936 ) ( 275,936 )

315,002 328,979 328,979

①商工行政推進費 41,270

　商工行政推進のために要する通信費等の事務費

②中小企業振興審議会運営費 260

③県有施設維持管理費 21,405

　産業労働部関係の施設・設備等の修繕に要する経費

④ジェトロ岡山事務所負担金 9,364

　岡山貿易情報センターの設置・運営に要する経費

・商工行政推進のための運営及び公の施設等の管理、見直し等に要する経費

　中小企業振興に関する総合的施策の樹立についての意見の具申等に関する事務に

要する経費

⑤テレポート岡山ビル管理運営費 29,930

　ビルの維持管理に要する経費

173,334

　ＰＦＩ事業による施設整備及び運営に係るサービス購入費等

⑦岡山セラミックスセンター管理運営費 15,470

　指定管理等に係る管理運営費

⑧テクノサポート管理運営費 33,755

　指定管理等に係る管理運営費

⑨勤労者福祉施設管理運営費 4,191

　民間譲渡した建物周辺敷地の植樹帯の撤去に要する経費等

説　明

⑥岡山リサーチパークインキュベーションセンター管理運営費
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 企業立地推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 1,184 ) ( 1,199 ) ( 1,199 )

1,184 1,199 1,199

・企業誘致の促進のための調査・調整等に要する経費

①企業立地対策促進費 1,199

　企業立地資格認定審査委員会に要する経費等

説　明

分　類 事　項　名 観光事業指導運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 2,301 ) ( 2,300 ) ( 2,300 )

2,542 2,540 2,540

・観光行政の推進に要する経費

①観光振興指導 500

　鏡野町へキャンプ場跡地の管理等に要する経費

②観光団体助成 1,800

　日本観光振興協会等に対する助成のための経費

③旅行業法事業 240

　旅行業に関する研修及び会議への参加に要する経費

説　明
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 中小企業振興支援費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 20,286 ) ( 20,517 ) ( 20,517 )

20,443 20,675 20,675

①中小企業団体支援費 250

②特別会計貸付金事業推進費 19,107

898

　大規模小売店舗立地審査会に要する経費

④貸金業対策費等 420

　貸金業法に基づく貸金業者の登録、報告徴収及び立ち入り検査に要する経費等

説　明

・中小企業団体等の指導等及び大規模小売店舗の届出の審査及び指導等に要する経

費

　中小企業等協同組合法、中小企業団体の組織に関する法律に基づき組合の指導監

督を行う経費等

　特別会計で行っている貸付金業務の管理、債権回収に要する委託経費に要する経

費

③大規模小売店舗立地法施行事業費

分　類 事　項　名 計量法施行費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 23,153 ) ( 24,019 ) ( 24,019 )

31,888 32,771 32,771

・計量管理センターの管理運営及び検定検査、登録、指導等に要する経費

①事務所運営費 6,502

　光熱水費及び施設管理委託等に要する経費

②検定検査及び業務費 26,048

　検定検査業務委託等に要する経費

③計量適正化指導費 221

　計量知識の普及を図るための主任計量者講習会に要する経費

説　明
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 労政運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 1,698 ) ( 1,824 ) ( 1,824 )

1,906 2,032 2,032

・労働行政の推進及び労働組合の指導に要する経費

①労政運営費 333

　労働問題懇談会開催経費等

②労働組合指導費 86

　労働組合の実態把握、意見交換等に要する経費

③技能検定指導監督費 872

　職業能力開発促進大会の開催事務費及び技能検定試験に要する経費

④職業能力開発審議会費 533

　職業能力開発計画等を調整審議するための審議会に要する経費

⑤指導員試験免許費 208

説　明

⑤指導員試験免許費 208

　職業訓練を担当する指導員になるための試験に要する経費

分　類 事　項　名 職業能力開発校運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 52,770 ) ( 53,021 ) ( 53,021 )

57,053 57,290 57,290

・高等技術専門校の管理運営に要する経費

①職業能力開発校管理運営費 34,994

　光熱水費及び施設管理委託等に要する経費

②寄宿舎管理運営費 13,650

③技能訓練普及促進事業 325

　職業能力開発校のＰＲに要する経費

④一般施設等整備事業 8,321

　訓練用機械の購入等に要する経費

説　明
　自宅から遠距離のため訓練を受けることが不可能な新規学卒者等訓練生に対して設

置している寄宿舎の運営費
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 岡山光量子科学研究所運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 45,987 ) ( 46,020 ) ( 46,020 )

46,317 46,500 46,500

・岡山光量子科学研究所の管理運営に要する経費

①岡山光量子科学研究所運営費 46,500

分　類 事　項　名 工業技術センター運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 257,402 ) ( 265,275 ) ( 265,275 )

説　明

一 般 ( 257,402 ) ( 265,275 ) ( 265,275 )

293,770 301,643 301,643

・工業技術センターの管理運営に要する経費

①一般管理費　　　　　　　 185,660

　　光熱水費、施設管理委託等の管理運営費

②機器保守管理費　　　　 104,816

　　機器の保守委託及び機器リース料等

③技術相談普及費 2,169

　　技術指導及び技術調査に要する経費

④受託研究等処理費 4,499

　　企業からの委託を受けて研究を実施するための経費

⑤分析試験等処理費 4,499

　　企業からの依頼を受けて、成分や性能等に関する試験分析に要する経費

説　明
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 大阪事務所運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 20,534 ) ( 27,611 ) ( 27,611 )

21,760 28,769 28,769

・大阪事務所の運営及び活動に要する経費

①大阪事務所運営費 28,769

説　明

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

運営費計 ( 684,074 ) ( 717,722 ) ( 717,722 )

791,865 822,398 822,398
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 光量子科学研究推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 11,298 ) ( 13,669 ) ( 13,669 )

19,813 23,409 23,409

①光量子科学研究推進費 19,152

　　　研究員向けセミナー開催

　　　電子ジャーナル接続利用料

　　　研究員活動費等

②｢集まれ！科学好き」開催事業費 2,323

　研究員向けセミナーの開催、電子ジャーナル（WEB版学術雑誌）の利用、研究員の活

動費等

1,991

8,435

8,726

　科学系サークル活動を行う中高生に研究発表の場を提供する発表展示会、大学・試

験研究機関・企業で活躍する研究者・技術者との座談会の開催

新 ③物理チャレンジ２０１４開催事業費 1,934

説　明

　全国の高校生等を対象とした物理学に関するコンテスト、一般県民も参加できる物理

学研究に関する公開講演会の開催
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 企業誘致等対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 1,801,934 ) ( 1,794,318 ) ( 1,794,318 )

1,802,647 1,794,889 1,794,889

①企業立地促進補助金交付事業 836,185

     ・企業立地促進補助金 1件

　・新企業立地促進補助金 24件

　・物流施設誘致促進補助金 1件

　・新物流施設誘致促進補助金 12件

　・大規模分譲促進補助金 1件

　・大規模工場等立地促進補助金　8件

　本県産業の振興と地域の活性化を図るため、立地した先端及び地域振興企業等に

奨励金を交付する市町村または企業に対し補助

11,380

81,402

1,720

6,562

50,900

684,040　・大規模工場等立地促進補助金　8件

　・県事務費

②先端企業等立地促進対策事業等 35,428

　うち【重点事業】

・晴れの国おかやまの立地環境ＰＲ事業　　　　　       　10,068

【重点事業】

新 ③市町村営団地開発支援事業 3,832

　企業ニーズを反映した適地選定等について提案、支援を行う。

919,444

説　明

684,040

181

　東京事務所、大阪事務所における企業誘致活動費、首都圏、関西圏の企業を対象

に開催する晴れの国おかやまの立地環境ＰＲ事業等

④内陸工業団地及び流通業務団地

造成事業特別会計繰出金
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 事業内職業訓練費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 4,066 ) ( 3,863 ) ( 3,863 )

8,131 7,725 7,725

・認定職業訓練助成事業 7,725

説　明

　中小企業事業主又はその団体等が知事の認定を受けて実施する職業訓練校の運営

費、整備費の一部を助成する。（補助率　2/3以内）

分　類 事　項　名 科学技術振興調整費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

9,754 8,906 8,906

①森と人が共生するSMART工場モデル実証事業 8,906

説　明

　新エネルギーを利用し、間伐材や製材端材等の木質バイオマスから高機能で付加価

値の高い新素材を生産するための技術開発を主軸に、持続可能なＳＭＡＲＴ工場モデ

ルを構築する。

　グリーンバイオ・プロジェクトマネージャーの設置、研究運営委員会の開催等
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 技術振興事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 171,522 ) ( 76,307 ) ( 76,307 )

504,925 528,425 528,425

①研究開発促進事業費 20,746

　・研究開発支援事業

　・研究開発人材育成事業

　・きらめき岡山創成ファンド支援事業

②基盤技術研究推進費 339,678

　・研究開発の推進

　・機器の整備

③ミクロものづくり推進事業費 16,711

　新技術・新製品開発のきっかけづくりから、研究開発の推進までの総合的な支援

10,520

3,532

6,694

　ものづくりを支える基盤技術の研究開発を推進

134,376

205,302

　・ネットワークの強化やＰＲ等

　・研究開発等のコーディネート

　・加工技術の高度化支援等

【重点事業】

 ④航空機関連産業技術力強化事業費 6,986

【重点事業】

⑤次世代自動車クラスター形成推進事業費 112,440

⑥ライフイノベーション推進事業費 13,372

⑦メディカルテクノバレー構想推進事業費 10,737

⑧おかやま食料産業クラスター形成促進事業費 7,755

説　明

　県内の精密生産技術分野の企業集積を生かした岡山版産業クラスターの形成を図

る。

9,086

4,893

2,732

　チタン合金など難削材加工技術の高度化等を支援

　おかやま次世代自動車技術研究開発プロジェクトの発展に要する経費

　ライフイノベーション関連の製品開発等を支援

　おかやまメディカルイノベーションセンターのＰＲ活動等、医療産業クラスターの形成を

目指した産学官連携活動の推進

　高付加価値食品の開発支援システムの構築
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 貿易等経済国際化対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 21,075 ) ( 24,858 ) ( 24,858 )

21,075 24,858 24,858

①経済国際化連携支援事業　　　　　　　　　　　　　 758

②岡山県国際経済交流協会支援事業 3,684

　・国際ビジネスサポート体制強化事業

③海外経済ミッション派遣・受入事業  　　　　　　 5,622

　うち【重点事業】

新 　・アメリカミッション派遣（海外マッチング支援）事業

④戦略的国際リンケージ強化事業　　　 　　　 12,097

　貿易・投資環境、市場動向等に関するセミナーや個別相談会の開催

　・岡山県国際経済交流協会賛助会費

400

3,284

4,473

④戦略的国際リンケージ強化事業　　　 　　　 12,097

　・上海事務所委託事業

　・アジアビジネスサポート窓口設置事業

⑤海外派遣人材等育成事業 2,697

　海外派遣人材育成講座、駐在員派遣準備セミナーの開催

説　明

8,097

4,000
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 次世代産業育成事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 34,587 ) ( 6,305 ) ( 6,305 )

34,587 44,365 44,365

【重点事業】

新 ①次世代産業研究開発産学官連携強化事業 10,692

【重点事業】

新 ②次世代産業研究開発プロジェクト創成事業 27,368

③電池関連技術等研究推進事業 6,305

説　明

　新エネルギー関連分野等の次世代産業分野への参入を目指す県内企業と大学等の

研究者のマッチングを推進する。

　次世代産業分野での産学官連携による共同研究開発プロジェクトの創成を支援す

る。

　県内企業に対して、電池関連をはじめ新エネルギー関連分野における新技術、新製

品開発に係る情報提供を行う。

分　類 事　項　名 建設業支援対策事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 7,269 ) ( 7,162 ) ( 7,162 )

7,269 7,162 7,162

①建設業支援対策事業 7,162

説　明

　建設業専門相談員の設置、新分野進出企業のフォローアップのための専門家派遣、

相談会の開催等
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 販路開拓支援事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 59,624 ) ( 93,129 ) ( 93,129 )

59,624 93,129 93,129

【重点事業】

①下請企業振興事業 84,765

　・指導員等整備事業

　・支援体制整備事業

　・取引情報提供事業

新 ②首都圏販路開拓支援事業 4,649

　下請取引のあっせん、経営・技術の相談指導事業、情報収集提供、苦情紛争の処

理、その他下請企業の経営の安定を図るための事業等に対して補助する。（下請中小

企業振興法）

58,126

　　指導員の人件費等

2,713

　　支援機関等連絡会議の開催、支援担当者の能力向上に向けた取り組み等

23,926

　　受発注情報等の収集提供、国内外での商談会開催、見本市への出展等

新 ②首都圏販路開拓支援事業 4,649

【重点事業】

新 ③戦略的食品産業育成支援事業 3,715

説　明

　県内企業及び首都圏等のバイヤーに関する各種情報の一元的な収集・提供と、首都圏

での販路開拓に向けた人的ネットワークの構築

　県の食品産業を育成するため、支援機関の連携強化を図り、市場を重視した商品開発

支援を行う。
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（単位：千円）

分　類 事　項　名

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 531 ) ( 404 ) ( 404 )

51,292 46,160 46,160

①バイオマスイノベーション推進事業 22,403

②バイオマスイノベーション創出拠点形成事業

20,000

③おかやまバイオマスネットワーク構築事業 3,757

グリーンバイオ・プロジェクト推進事業費

説　明

   県内の企業や大学等による新素材の製品化技術や用途開発を支援する。

　　・発展段階：2,000千円／件以内(研究委託）

　　・実用化段階：7,000千円／件以内（1/2補助）

　バイオマスの高度利用技術に関する先導的研究を行う共同研究拠点を設置・

運営する。

　産学官連携のネットワーク組織を運営し、木質バイオマスの利活用に係る情報収集、

広域的な連携体制の構築を推進する。

分　類 事　項　名 岡山デニム世界進出支援事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 5,000 ) ( 5,000 ) ( 5,000 )

5,000 5,000 5,000

①岡山デニム世界進出支援事業 5,000

説　明

　国際見本市出展補助

　1/2補助（上限500千円）
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 産学官連携推進事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 2,453 ) ( 3,623 ) ( 3,623 )

2,453 3,623 3,623

①水島工業地帯産学官連携推進事業 575

【重点事業】

新 ②水島コンビナート水素・オフガスハイウェイ構築推進事業 1,276

　コンビナート内の水素・オフガスネットワークの構築に向けた研究会の設置

③産学官連携推進会議運営事業 1,073

　岡山・産学官連携推進会議の運営に要する経費

④知的財産権活用等推進事業 699

説　明

　水島コンビナート発展推進協議会の開催等

　知財専門コーディネーター活動費

分　類 事　項　名 ベンチャー創出育成推進事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 6,217 ) ( 10,275 ) ( 10,275 )

6,217 10,275 10,275

①起業家人材等発掘育成事業 5,023

新 5,252

　知財専門コーディネーター活動費

説　明

　起業予定者に対する資金調達支援や支援ネットワークの充実強化等

②戦略的IT経営推進事業

　ITユーザー企業と情報関連企業とのマッチングを図り、ITユーザー企業にIT専門の

人材を育成する。
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 中小企業経営革新支援事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 7,449 ) ( 10,176 ) ( 10,176 )

7,449 10,176 10,176

①中小企業経営革新支援事業 10,176

分　類 事　項　名 中小企業金融対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 339,230 ) ( 280,760 ) ( 280,760 )

341,087 281,659 281,659

259,282

説　明

　経営革新計画の審査・承認、普及啓発、フォローアップ調査等

　（中小企業新事業活動促進法）

①中小企業者向け融資制度金融機関等補助金 259,282

②管理指導事務費 320

③競争力強化対策事業 8,869

④金融業対策関連事業 899

⑤ポスト金融円滑化法支援事業 3,064

【重点事業】

新 9,225

  貸金業者指導・監督に係る経費等

  経営改善セミナー、事業承継・M＆Aに関する講演会・相談会の開催等

⑥創業ゼロ金利補助金

①中小企業者向け融資制度金融機関等補助金

　中小企業者向け融資を取り扱う金融機関等に対し、利子等の補助を行う。

  単県制度融資に係るパンフレット作成

　中小企業が、新分野進出等を行う場合、融資に必要な計画の認定業務の委託と設備

貸与に対する割賦損料の補助等を行うもの。

　優秀なビジネスプランを有する創業者が新規創業資金を借り入れる場合、当初２年間

の利息をゼロとするため、創業者に対し、支払った利息相当額の補助を行うもの。

説　明
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 商工団体支援事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 1,893,868 ) ( 1,886,335 ) ( 1,886,335 )

1,893,868 1,886,335 1,886,335

①組織化支援事業 115,991

②小規模事業支援事業 1,769,599

新 ③おかやま優良小売店表彰事業 745

分　類 事　項　名 中小企業支援センター事業推進費

説　明

　中小企業団体中央会が行う組織化支援事業への補助

　巡回指導員等の人件費及び事業費

  商工会、商工会議所、商工会連合会等が行う経営改善普及事業への補助

　経営指導員等の人件費及び事業費

　県内の優良な小売店をWebで広くＰＲし、地域住民のみならず県内外から多くの人を

呼び活性化するもの

分　類 事　項　名 中小企業支援センター事業推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 51,185 ) ( 46,595 ) ( 46,595 )

51,185 46,595 46,595

①県中小企業支援センター事業 20,924

　・支援体制整備事業

　・成長企業等支援事業

②産業支援ネットワーク整備運営事業 16,247

③景況調査事業 974

④中小企業ＢＣＭ(事業継続マネジメント)推進事業 8,450

説　明

14,909

　プロジェクトマネージャー及びサブマネージャーを各１名配置し、経営革新や創業

等の支援事業を行うほか、円高等の突発的事項に対する特別相談を行う。

6,015

　成長意欲のある企業を掘り起こすためのＰＲや、成長段階に応じた専門家によるア

ドバイスを行う。

　産業情報のポータルサイトによる中小企業の製品・技術情報、支援機関の施策・制度

の紹介、セミナーの開催等

　県内企業業況等景況を調査

　ＢＣＰ（事業継続計画）の普及及び実践的人材の育成を加速し、中小企業の事業継続

能力を高めるため、ＢＣＰ推進センターを整備し策定企業を支援する。
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 新規創業・経営活力増進設備貸与資金貸付金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 1,683 ) ( 19,731 ) ( 19,731 )

1,094,946 996,547 996,547

①新規創業・経営活力増進設備貸与資金原資貸付金 976,816

　（新規貸与枠：５００，０００千円）

②新規創業・経営活力増進設備貸与事業割賦損料補助事業 1,615

【重点事業】

新 ③創業者設備貸与事業割賦損料補助事業 6,791

　中小企業の創業及び経営活力の増進を図るための設備を貸与・リースするために必

要な資金の一部を貸し付ける。

　航空機部品関連中小企業が新規創業・経営活力増進設備貸与事業を利用した場合

に、当初３年間の割賦損料率を軽減

新 ③創業者設備貸与事業割賦損料補助事業 6,791

【重点事業】

新 ④経営革新等支援設備貸与事業割賦損料補助事業 11,325

説　明

　優秀なビジネスプランを有する創業者が設備貸与事業を利用した場合に、当初２年

間の割賦損料を免除

　県の重点分野や地場産業に属する中小企業、経営革新等を行う中小企業が設備貸

与事業を利用した場合に、割賦損料率を軽減
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 創業等推進事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 6,507 ) ( 37,433 ) ( 37,433 )

6,507 37,433 37,433

①起業家人材育成支援事業 3,290

②ソーシャルビジネス支援事業 2,201

【重点事業】

新 ③チャレンジサポート（創業・第二創業）補助金 25,000

　創業者支援機関による連絡会議、起業家人材の育成支援研修

　ソーシャルビジネスの認知度向上、担い手育成等に努めるとともに、事業者、支援者

の交流の場を設け、ソーシャルビジネスの振興を図る。

　創業予定者や後継者へ事業承継を行う小規模事業者を支援

　１／２補助（上限１００万円）

【重点事業】

新 ④ビジネスリーダー養成事業 4,242

新 ⑤未来のおかやま経済活性化事業 2,700

説　明

　新たな発想を持って変革に挑戦し続けることができるビジネスリーダーを養成するため

の講座等

　未来の岡山経済を担う若手経営者を養成するための講座等
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 研究開発費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 16,293 ) ( 15,478 ) ( 15,478 )

44,489 43,939 43,939

・工業技術センター研究開発事業

①提案公募型研究開発事業 1,399

②基盤技術形成事業 11,232

　　技術シーズの形成（４テーマ）

1,532

　　技術シーズの応用研究（１テーマ）

④実用化技術開発事業 29,776

　　大学、企業等との共同研究（２テーマ）

③応用技術開発事業

④実用化技術開発事業 29,776

　　技術シーズをもとに実用化・製品化（８テーマ）

説　明
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 観光地魅力向上対策事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 53,437 ) ( 152,886 ) ( 152,886 )

53,437 153,863 153,863

①観光立県戦略推進事業 6,710

　・観光振興アドバイザー事業

　・地域発観光魅力づくり支援事業

②広域観光推進事業 25,917

　・広域観光連携事業

　・DISCOVER WEST 連携協議会負担金

467

　「観光振興アドバイザー会議（仮称）」を開催し、県の観光施策について定期的な助言

を受ける。

6,243

　地域の主体的な着地型観光プログラム開発を支援するとともに、旅行会社への働きか

けを通じて、着地型観光プログラムの旅行商品化を促す事業を実施する。

5,624

　近県と県域を越えた観光地間の連携や共同での観光ＰＲなどの取組により誘客促

進を図る。

5,132

　中国五県とＪＲが一体となって、首都圏等への誘客事業に取り組む協議会への負担金

　・広域観光誘致対策事業

　・瀬戸内ブランド推進事業

　瀬戸内を共有する７県が設立した瀬戸内ブランド推進連合の取り組みに要する経費

③観光情報ＰＲ事業 5,191

　・魅力発信ツール作成事業

　・観光情報センター運営事業

④フィルムコミッション事業 2,287

⑤コンベンション誘致推進事業 2,402

⑥観光客動態調査 5,085

　観光施策推進の基礎資料とするため、総観光客数や観光消費額を把握する。

説　明

3,627

　観光パンフレット等を利用し、観光情報の発信や旅行会社等への訪問を通じた誘

客活動を実施

11,534

1,050

　岡山県の魅力を紹介する「おかやま旅マップ」の作成

4,141

　全国に向けて観光情報を発信している観光情報センターの運営を支援する。

　映画等のロケ誘致、支援

　コンベンションを誘致するため、市町村間の情報共有や連携強化を進める。
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⑦観光案内板管理 744

　県内のＳＡ・ＰＡ及び主要観光地に設置している全県観光案内板等の維持管理

⑧「岡山にカモモーン！！」 2,270

　大阪府内での観光プロモーションの実施

【重点事業】

新 ⑨おかやま観光マーケティング事業 10,000

【重点事業】

新 ⑩観光情報発信機能強化事業 22,543

【重点事業】

新 ⑪旅行商品化促進機能強化事業 33,395

　顧客満足度の視点からマーケティング調査分析に基づくコンセプト設定等を行い、本

県の観光における新しい機軸を設定する。

　首都圏でのＰＲ看板の設置や着地型観光素材を宣伝するメディア枠の確保等、広域

的、効果的に情報発信を行うことで本県の認知度を向上させる。

　観光素材の商品化を支援する仕組みの導入

【重点事業】

新 ⑫観光宣伝機能強化事業 30,319

【重点事業】

新 ⑬岡山後楽園の魅力創造・発信事業 2,500

【重点事業】

新 ⑭タイアップキャンペーン事業 4,500

　観光おかやまの魅力、県内の特産品を、イメージアップ戦略との連動等による観光宣

伝活動により、全国における県の知名度を向上させ、観光客の集客を図る。

　後楽園と岡山城のさらなる連携に向け、岡山市等との連携組織を設置し広報活動を

展開

　「瀬戸内海国立公園８０周年」等の好機をとらえ、本県の交通の利便性や豊富な観光

資源をＰＲし、本県の観光宿泊誘客に繋げる。
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 国際観光推進事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 37,068 ) ( 33,638 ) ( 68,573 )

37,068 33,638 68,573

①国際観光テーマ地区誘客促進事業 1,500

②外国人観光客誘致事業等 6,201

③ＶＪ地方連携事業 8,515

【重点事業】

　岡山県国際観光テーマ地区誘客促進協議会への負担金

　国際観光展出展、上海事務所による観光ＰＲ、多言語パンフレットの作成等

　国のビジット・ジャパン事業の一環として、国と中四国各県等と連携して行う現地説明

会や視察ツアーなど外国人観光客誘致事業

【重点事業】

新 12,381

⑤西日本広域連携事業 5,041

【重点事業】

新 ⑥アジア総合プロモーション事業 34,935

　・東アジアでの認知度アップと東南アジアでのプロモーション本格化

　・民間企業、他県等との連携拡大

　・岡山旅行商品魅力アップＰＲ制度の創設

説　明

④観光情報発信機能強化事業

　外国人誘客を進めるため、ＳＮＳやWEBを活用し効果的に広く情報発信を図る。

　トップセールスによる東アジアからの誘客拡大と東南アジアの新規開拓、民間企業や

他県等との連携拡大、岡山旅行商品魅力アップＰＲ制度の創設等

　「東京－大阪」に代わる新たな観光ルートを開発し海外へ売り込むため、西日本各県

やＪＲ等と連携し、国内外からの誘客を図る。

　トップセールスによる東アジアからの誘客拡大と東南アジアの新規開拓、民間企業や

他県等との連携拡大、岡山旅行商品魅力アップＰＲ制度の創設等

3,898

5,000

26,037
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 観光支援事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 43,027 ) ( 42,650 ) ( 42,650 )

43,027 42,650 42,650

①岡山県観光連盟助成事業 25,700

②大規模イベント等共催事業 16,950

分　類 事　項　名 職場適応訓練費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 828 ) ( 828 ) ( 828 )

1,655 1,655 1,655

説　明

　観光事業の振興のため、推進母体である公益社団法人岡山県観光連盟が実施する

観光事業に対して、経費の一部を負担する。

　おかやま桃太郎まつり、ハートランド倉敷等への負担金

1,655 1,655 1,655

①障害者等職場適応訓練事業 1,655

分　類 事　項　名 労働関係調査費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

281 315 315

・労使関係総合調査事業 315

説　明

　障害者等就職が比較的困難な求職者に対し、作業環境への適応を図るため、訓練

終了後そのまま採用する見込のある事業主に委託して、手当を支給しながら行う職場

実習

説　明

　厚生労働省からの委託事業として労使関係総合調査を行い、県内の労働組合につ

いて基本事項等に関する調査を行うもの。
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 産業人材育成事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 24,494 ) ( 28,183 ) ( 28,183 )

40,272 43,759 43,759

①職業能力開発協会補助金等 30,788

②高校生のものづくり技能取得支援事業 5,460

　・技能検定合格に向けた事前講習のため、専門校の訓練指導員等を派遣

　・県高等学校工業教育協会へ練習用材料費の一部を補助

　・高校生の技能検定受検料減免額相応を職業能力開発協会へ補助

③岡山県産業人材育成コンソーシアム活性化事業 313

　職業能力開発促進法の規定に基づき、岡山県職業能力開発協会が実施する技能検

定及び職業訓練に関する指導・情報提供事業等に対する事業経費、運営費を助成す

る。

　工業高校生の技能検定合格に向けた支援を実施し、産業の担い手を育成する。

④技能検定受検支援環境整備事業 1,878

新 ⑤高校生ジュニアマイスター１０００人創出事業 5,320

説　明

　産業人材育成に携わる関係機関が連携し、課題解決に向けて意見交換を行う。

　県内の技能労働者の技能水準の高度化を図る。

　高校生が各種の国家資格や検定を取得しジュニアマイスターの称号を取得する取組

について、教育委員会と連携した支援を行う。
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 職業能力開発校事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 24,126 ) ( 24,217 ) ( 24,217 )

68,458 69,118 69,118

①学卒者訓練事業 22,957

②離転職者訓練事業等 43,721

　　・離転職者訓練

　　　職業の転換を必要とする労働者(離転職者)対象(定員195名)

　　・委託訓練

　　　㈱きびNC能力開発センターにおいて行う障害者特別委託訓練(3名)

　　・在職者訓練説　明

　新規学卒者(中学校・高等学校)を対象(定員225名)として、職業に必要な技能を習得

させるために行う訓練

41,430

961

1,330

　　　技能向上を希望する在職者対象(28ｺｰｽ、定員535名)

③実習訓練事業 2,440

分　類 事　項　名 職業訓練奨励費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 30,980 ) ( 30,980 ) ( 30,980 )

61,960 61,960 61,960

①訓練手当支給事業 61,960

　訓練生が現場・企業等において行う訓練

説　明

　知的・身体障害者、寡婦等に対し、経済的負担を軽減するために訓練手当を支給す

る。

29



（単位：千円）

分　類 事　項　名 人材育成訓練費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

521,483 531,820 531,820

①再就職促進訓練事業 465,459

②巡回就職支援指導員設置事業 33,038

③日本版デュアルシステム訓練事業 21,064

　民間教育訓練機関を活用して行う委託訓練

　109コース　定員2,010人

　訓練生に対する就職情報提供・就職相談の実施等

　支援指導員等　15名

　民間施設での座学を中心とした訓練を先行し、企業での実習（研修）を組み合わせた

委託型の職業訓練　　5コース　定員75名

④障害者委託訓練事業 12,259

説　明

　民間教育訓練機関を活用して行う障害者を対象とした委託訓練

　5コース 定員90名
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 若年労働者等雇用対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 75,599 ) ( 77,317 ) ( 77,317 )

75,599 77,317 77,317

①おかやま若者就職支援センター運営事業 55,964

②新規学卒者合同就職面接会開催事業 3,408

③ニート脱出応援事業　　　　　　　　　　　　　　　　 7,702

　若年失業者やフリーター等を対象に、カウンセリングから職業紹介までの一貫した

サービスをワンストップで提供する「おかやま若者就職支援センター」を設置し、若者の

就職支援を行う。

　・おかやま若者就職支援センター(岡山・倉敷・津山)の運営委託　　　　43,592

　・事務所賃借料等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 12,372

　就職未内定の新規学卒者（卒業後３年以内を含む）を対象とした就職面接会の開催

　｢おかやま若者サポートステーション｣(国委託事業)と連携してニート等若年無業者に

対する各種支援事業(就労セミナー、訪問相談等)を実施

④若者・企業ベストマッチング！推進事業　　　　　　　 7,906

⑤晴れの国おかやまＩＪＵターン就職応援事業 2,337

説　明

対する各種支援事業(就労セミナー、訪問相談等)を実施

　中小企業の魅力を知らない学生と自社の魅力を伝えきれず、若者の採用に至らない

企業を同時に支援し、両者のベストマッチングを目指す。

　岡山県へのＩＪＵターン就職を希望する首都圏及び関西圏の学生等と県内企業とのマッ

チングの場を提供する面接会を東京と大阪で開催する。

31



（単位：千円）

分　類 事　項　名 高年齢者等雇用対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 9,959 ) ( 10,954 ) ( 10,954 )

9,959 10,954 10,954

①高年齢者就職促進事業 10,954

分　類 事　項　名 障害者雇用対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 8,976 ) ( 8,399 ) ( 8,399 )

8,976 8,399 8,399

①障害者雇用対策事業 1,066

　・ワークフェア・インおかやま

説　明

　(公社)岡山県シルバー人材センター連合会への補助(補助対象経費の1/2以内）等

　｢ワークフェア･インおかやま｣の開催、ハローワークへの手話相談員派遣、就職準備

講習会の開催等

281　・ワークフェア・インおかやま

　・手話相談員

　・就職準備講習会、面接会

②岡山県障害者就業支援センター事業 6,672

③中小企業等障害者雇用促進事業 661

分　類 事　項　名 企業人材確保対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( ) ( 11,481 ) ( 11,481 )

11,481 11,481

【重点事業】

新 ①岡山県企業人材確保支援センター 11,481

説　明

281

359

426

　備前・備中地域に県単独で就業支援ワーカーを１名ずつ配置

　障害者雇用促進アドバイザーの派遣、フォーラムの実施

説　明

　本庁、東京・大阪事務所に企業人材コーディネータを配置し、県内企業と求職者の

マッチング、県外大学生のUターン促進、誘致企業の人材確保支援を実施する。
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 勤労者福祉対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 2,913 ) ( 29,951 ) ( 29,951 )

3,117 57,363 57,363

①ワーク・ライフ・バランス推進事業等 55,977

　・労働団体への補助

　・ワークライフバランス推進事業

②労働教育推進事業等 1,386

　・労働教育講座開催事業

　・「おかやま労働」発行事業

　・援助訓練

説　明

　労働団体への補助、ファミリーサポートセンター事業に必要な経費への補助等

1,212

54,765

　事業主・人事労務担当者・労組関係者・一般県民等に広く呼びかけて「労働問題セミ

ナー」等の開催や技能が尊重される社会の形成を促進する。

362

646

209

　・技能尊重気運醸成推進事業

分　類 事　項　名 緊急雇用創出事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

2,240,141 1,978,785 1,978,785

①緊急雇用創出事業等 1,978,785

　・緊急雇用創出事業（県分）

　・緊急雇用創出事業（市町村分）

新 　・地域人づくり事業（経済対策）

　・基金管理事務費

169

説　明

　｢岡山県緊急雇用創出事業臨時特例基金｣による雇用機会の創出等

697,000

277,000

1,000,000

4,785
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 新エネルギー推進事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 185,856 ) ( 2,349 ) ( 2,349 )

185,856 17,349 17,349

①スマートタウン構想推進事業 15,000

②おかやま新エネルギービジョン推進事業 2,349

説　明

　市町村が実施する地域協議会等の設置・運営や新エネルギー等を効率的に活用す

るエネルギーシステムの導入等への支援（補助率1/2、上限500万円）

　「おかやま新エネルギービジョン」の推進について、取組の全県への広がりと全国に向

けた情報発信等を図る。

分　類 事　項　名 循環型産業クラスター形成促進事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

48,559 48,545 48,545

①地域ミニエコタウン事業 35,337

②中四国環境ビジネスネット事業　　　　　　　　 13,208

説　明

循環型社会形成推進モデル事業費補助等

　(施設整備:上限30,000千円、技術開発:上限5,000千円　補助率各

1/2)

　※岡山市、倉敷市の施設整備の補助率は1/4

　産学官連携組織によるビジネスマッチングやフォーラムの開催等
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 鉱業対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 12,735 ) ( 11,786 ) ( 11,786 )

12,735 11,786 11,786

①休廃止鉱山対策事業 11,786

　鉱害防止対策事業に対する補助（補助率　1/8以内）

分　類 事　項　名 県産品競争力強化支援事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 22,753 ) ( 178,832 ) ( 178,832 )

22,753 178,832 178,832

【重点事業】

①首都圏アンテナショップ事業 168,231

説　明

　多くの集客が見込める首都圏に対して、県の知名度やイメージアップを図るとともに、

【重点事業】

新 ②県産品ブラッシュアップ事業 7,819

③伝統的工芸品等物産振興事業 2,782

説　明

　多くの集客が見込める首都圏に対して、県の知名度やイメージアップを図るとともに、

首都圏の消費者ニーズ等を把握し、販路開拓やブランド力向上等を行うため、アンテナ

ショップを設置、運営する。

　首都圏、ひいては全国規模での県産品の販路拡大を目指すため、商品に内包される

問題点を把握し改善につなげるためのテストマーケティングイベントを実施する。

　おかやま伝統的工芸品展の実施やＪＲ岡山駅内でのＰＲ等により、本県の伝統的工芸

品に対する普及啓発を行う。
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 石油貯蔵施設立地対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

143,776 143,987 143,987

①石油貯蔵施設立地対策事業 143,987

分　類 事　項　名 電源立地特別対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

281,512 317,597 317,597

・岡山県電源立地特別補助金 317,597

分　類 事　項　名 産業労働総合対策費

説　明

　石油貯蔵施設周辺地域(倉敷市及び周辺6市町)の消防防災施設等整備　

説　明

　対象：津山市・鏡野町　公共施設維持管理等

分　類 事　項　名 産業労働総合対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

一 般 ( 4,961 ) ( 8,501 ) ( 8,501 )

4,961 8,501 8,501

①県人会開催事業 2,079

　各県人会行事への派遣及び県産品のＰＲを実施

②おかやま魅力情報発信事業 2,990

　大阪事務所におけるイベントや展示会への出展による情報発信

新 ③地域経済政策推進事業 3,432

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

事業費計 ( 4,979,503 ) ( 4,988,373 ) ( 5,023,308 )

9,837,903 9,710,284 9,745,219

一般行政 前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

( 5,663,577 ) ( 5,706,095 ) ( 5,741,030 )

経費　計 10,629,768 10,532,682 10,567,617

一般会計 前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

( 7,432,041 ) ( 7,451,686 ) ( 7,478,165 )

の　　計 12,517,071 12,398,863 12,425,342

説　明

　国内外の経済についての方向性を的確に捉えるための調査・分析を行い、現状把握

と今後の課題検討を行う。
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(岡山県中小企業支援資金貸付金特別会計) （単位：千円）

分　類 事　項　名 小規模企業者等設備導入資金貸付金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

特 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

317,415 318,013 318,013

300,000

　小規模事業者等の設備投資に対して貸与機関が行う貸付に要する原資貸付金

　　　新規貸付枠：３００，０００千円

②債権管理費等 18,013

　

分　類 事　項　名 中小企業高度化資金貸付金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

特 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

870,642 695,851 695,851

説　明

①小規模企業者等設備導入資金原資貸付金

①中小企業基盤整備機構への償還金 472,785

②一般会計繰出金 206,686

③事業共同化等促進診断事業 16,380

分　類 事　項　名 小規模企業者等設備貸与資金貸付金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

特 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

700,000 700,000 700,000

①小規模企業者等設備貸与資金原資貸付金 700,000

　小規模企業者等への貸与機関が行う設備貸与事業に要する原資貸付金

　　新規貸与枠：１，４００，０００千円

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

1,887,057 1,713,864 1,713,864

説　明

・高度化資金貸付金及び中小企業基盤整備機構償還金等

　過去に行った貸付金のうち、中小企業基盤整備機構負担分の償還金

　過去に行った貸付金のうち、一般会計負担分の償還金

説　明

中小企業

支援資金

特別会計

の　　　計
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（岡山県内陸工業団地及び流通業務団地造成事業特別会計） （単位：千円）

分　類 事　項　名 内陸・流通団地管理事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

特 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

159,622 248,111 248,111

①既設工業団地用地管理及び分割工事等 136,792

【重点事業】

新 ②新産業団地開発事業 24,513

　元第２リサーチパーク予定地について、岡山市と連携した産業団地開発の推進

【重点事業】

新 ③総合流通センター拡大地区造成事業 86,806

　総合流通センター拡大地区のうち、未着手となっている区画造成の再開

分　類 事　項　名 県債元金償還金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

特 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

1,182,236 1,179,405 1,179,405

・県債元金償還金 1,179,405

説　明

・県債元金償還金 1,179,405

分　類 事　項　名 県債利子償還金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

特 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

106,063 83,744 83,744

・県債利子償還金 83,744

分　類 事　項　名 県債取扱事務費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

特 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

1,036 386 386

・県債取扱事務費 386

内陸流通 前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

特別会計 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

の　　計 1,448,957 1,511,646 1,511,646

特別会計 前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

の　　計 3,337,014 3,225,510 3,225,510

産業労働 前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

( 7,432,041 ) ( 7,451,686 ) ( 7,478,165 )

部の計 15,854,085 15,642,373 15,650,852

説　明

 起債償還に要する手数料

説　明

 団地取得及び整備のために行った起債の元金償還金

説　明

 団地取得及び整備のために行った起債の利子償還金
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